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滞在理由の異なる外国人への親近感の違いとその規定要因 

 
園田薫（人文社会系研究科博士課程 3 年） 

 

1 問題背景 
 

近年日本でも外国人労働者への受け入れが盛んに議論されるとともに、実際に日本で暮

らす外国人の数も増加している。法務省によると、平成 29年時点にて日本で暮らす在留

外国人数は 256万人にのぼり、総人口の約 2%を占めている。さらに日本の人口が減少に向

かっている一方で、外国人の人口は単調増加を続けていることからも、外国人との共生と

いうテーマはますます重要性を帯びるだろう。入管法の改正にともなって外国人のさらな

る増加傾向も見込まれ、さらに多様な外国人が日本で生活するようになると予想される。 

そこで本論文では、滞在理由の違う多様な外国人に対して、川崎住民が親しみやすさ/

親しみにくさをどのように感じているのかを計量的に明らかにすることを目的とする。特

定の外国人ではなく、あるカテゴリーの外国人に対する親しみやすさの傾向を分析するこ

とで、どういった種類の外国人に対して住民が親近感を覚え、それを規定する要因は何か

を推測することができる。 

本論文では、こうした関心のもとで、川崎住民を調査対象とした「川崎市の地域包括ケ

アシステムに関する市⺠意識・実態調査」のデータを用いた。川崎での調査を用いたの

は、川崎 7地区において居住する外国人数や地域内の外国人率が異なるため、７地区の比

較のなかで外国人に対する親しみがどのように異なるのかを検証できるからである。次節

では、外国人寛容度に関する既存の研究を概括しながら、川崎調査データの特徴とそのデ

ータを用いる利点を検討する。 

 

2 先行研究と本研究の視座 
 

外国人に対する寛容度に関する研究は、主に計量的なアプローチから蓄積され、様々な

要因が外国人への寛容さに影響することが指摘されてきた。例えば個人の基礎的な属性変

数では、年齢が外国人寛容度に負の効果を持つこと（鐘ヶ江 2001; Nukaga 2006; 寺島・

本田 2009）、男性であることが外国人寛容度に正の効果を持つこと（松本 2006）、学歴

が外国人寛容度に正の効果を持つことなどが検証された（伊藤 2000; 鐘ヶ江 2001; 大槻 

2006; Nukaga 2006）。さらにホワイトカラーに比べてブルーカラーとして働く人ほど外
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国人に対して寛容ではないこと（田辺 2002; 濱田 2008）、女性に関しては多様なパーソ

ナルネットワークを持つ人ほど外国人に対して寛容であること（伊藤 2000）などが指摘

されてきた。他にも、外国人との接触頻度が高ければ高いほど外国人への寛容度が高まる

という「接触仮説」（Allport 1954=1961）は様々な研究によって支持されており（大槻 

2006; Nukaga 2006; 濱田 2008; 永吉 2008）、外国の文化に対する嗜好を持つ人ほど外

国人に対する寛容度が高いことも広く検証されている（大槻 2007; 寺島・本田 2009）。

個人の諸要因だけでなく、集団的な変数も外国人寛容度に寄与することが示唆されてき

た。例えば居住地によって外国人の寛容度が異なり（松本 2004, 2006; 大槻 2006）、個

人の要因を統制してもその地域に住む外国人の比率が外国人寛容度に影響することが報告

されている（中澤 2007; 濱田 2008）。 

 

表 1 川崎７地区における管区別年齢別の外国人数・外国人比率 

  0〜14歳 15〜64歳 65歳〜 合計 

  外国人数 外国人比率 外国人数 外国人比率 外国人数 外国人比率 外国人数 外国人比率 

川崎区 1772 6.62% 12980 8.38% 1096 2.12% 15848 6.79% 

中原区 401 1.17% 4940 2.73% 226 0.57% 5567 2.19% 

麻生区 232 0.98% 2292 2.04% 109 0.27% 2633 1.49% 

幸区 569 2.50% 4202 3.87% 257 0.71% 5028 3.00% 

高津区 371 1.22% 4043 2.59% 218 0.52% 4632 2.03% 

宮前区 294 0.90% 2959 1.95% 164 0.35% 3417 1.48% 

多摩区 301 1.27% 4100 2.85% 138 0.33% 4539 2.17% 

出典：川崎市管区別年齢別外国人住民人口データより著者作成 

 

そこで本論文では、主に 2つの点に注目したい。まずは、調査対象とした川崎の 7地区

は居住する外国人数や外国人率が異なっているが、こうした差異は外国人への親近感に影

響するのかという点である。表 1は平成 30年の川崎７地区における管区別年齢別の外国

人人口と外国人比率を示したものである。表 1からは、川崎７地区内でも外国人数・外国

人比率の差が大きく、全国的にみても外国人比率が非常に高い川崎区（6.79%）や幸区

（3.00%）がある一方で、全国的な外国人比率の平均値である 2%よりも低い麻生区

（1.49%）や宮前区（1.48%）を含んでいることがわかる。川崎市内における分散が大きい

ため、川崎７地区を対象にした本調査のデータを用いることで、居住地域の差が外国人へ

の親近感に影響しているのかを十分に検討することができる。川崎市を対象とした外国人



3 

 

寛容度に関する研究に川崎区と宮前区を調査した鐘ヶ江（2001）があり、そこでは川崎区

よりも宮前区の住民において外国人に対する排斥感情が少ない傾向があると指摘されてい

る。この傾向は何によって説明されるのだろうか。本論文においては外国人比率を変数と

して投入し、さらに地域ごとに同一の分散を仮定しないモデルを採用することによって、

居住地域の差が外国人への親近感に影響するのかを検討する。 

 くわえて、「外国人」のカテゴリーが指す内容を細分化する際に、既存の研究では主に

エスニック・グループの差によって住民の寛容度が異なるのかに注目してきた（山本・松

宮 2010; 大槻 2009）。本論文では外国人の滞在理由の違いに着目する。外国人の受け入

れや親近感には、外国人がどの国の出身なのかだけでなく、外国人がどういった立場で日

本に滞在しているのかという要素が関連しているはずである。例えば、外国人が観光客と

して日本に滞在する場合と、単純労働者として日本に滞在する場合では、その親近感や寛

容度も異なるはずである。そこで本論文では、外国人の滞在理由の違いによって住民の感

じる親しさは異なるのか、そしてその外国人への親近感を規定する要因は外国人のカテゴ

リーごとに異なるのかを検討する。 

 

3 用いた変数とモデルの説明 
 

以上の 2つの分析視角を考慮したとき、居住地区の多様性が担保されており、外国人の

立場ごとに親近感が尋ねられている「川崎市の地域包括ケアシステムに関する市⺠意識・

実態調査」データが本論文の分析に最適であると考えられる。分析の中心にすえる変数

は、外国人に対する親しみをどの程度感じているのかを外国人の滞在理由ごとに尋ねてい

る質問である。この質問では、特別永住権をもつ外国人、結婚で日本に移住した外国人、

単純労働に従事する外国人、高度専門職に従事する外国人、外国人観光客、外国人留学

生、日系人の 7カテゴリーに対して、それぞれの外国人への親近感を分析できる。 

 まずは、このカテゴリー別の外国人への親近感が居住地区によって異なるのかを鳥瞰す

る。表 2は川崎 7地区ごとに外国人への親近感の平均値と標準偏差をカテゴリー別に示し

たものである。表 2からは、居住地区によって各カテゴリーの外国人に対する親近感が異

なること、そして滞在理由の違いによって住民が覚える親近感が異なることが読み取れ

る。単純労働者や特別永住権をもつ外国人に対する親近感が相対的に低く、結婚で日本に

移住した外国人や留学生に対しては相対的に高い値を示している。一方居住地区ごとにみ

ると、注目に値するのは外国人数と外国人比率がともに高い幸区、川崎区において平均的

に外国人への親しみを感じていないことであり、特に幸区は単純労働者に対する意識を除

いて 7地区のなかで最も低い値を示している。中原区は結婚相手、観光客、留学生、日系
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人に対する親近感は 7地区のなかで最も高い値を示しているにもかかわらず、単純労働者

に対する親しみは 7地区のなかで最も低い。鐘ヶ江（2001）の指摘するように、宮前区は

川崎区に比べて全体的に外国人への寛容度が高い傾向があるが、観光客と日系人に対して

は川崎区の方が親しみを感じていることがわかる。 

 

表 2 カテゴリー別外国人への親近感の平均・標準偏差 

  永住権 結婚相手 単純労働 専門職 観光客 留学生 日系人 

  平均 
標準 

偏差 
平均 

標準 

偏差 
平均 

標準 

偏差 
平均 

標準 

偏差 
平均 

標準 

偏差 
平均 

標準 

偏差 
平均 

標準 

偏差 

川崎区 3.15 0.98 3.48 0.90 3.00 0.83 3.36 0.82 3.35 0.91 3.50 0.85 3.50 0.81 

中原区 3.24 1.04 3.64 0.93 2.92 0.92 3.45 0.95 3.42 0.96 3.58 0.96 3.63 0.90 

麻生区 3.29 1.00 3.62 0.90 2.97 0.96 3.40 0.93 3.36 0.94 3.55 0.91 3.52 0.92 

幸区 2.99 1.02 3.37 0.95 2.97 0.87 3.29 0.88 3.24 0.97 3.32 0.96 3.36 0.88 

高津区 3.21 0.95 3.60 0.93 3.09 0.92 3.44 0.90 3.35 0.97 3.56 0.93 3.52 0.89 

宮前区 3.22 1.03 3.57 0.93 3.05 0.97 3.41 0.89 3.34 1.01 3.56 0.92 3.45 0.96 

多摩区 3.22 1.03 3.59 0.95 3.02 0.96 3.47 0.90 3.33 0.98 3.53 0.92 3.58 0.90 

合計 3.19 1.01 3.55 0.93 3.00 0.92 3.40 0.90 3.34 0.96 3.52 0.93 3.51 0.90 

 

つづいて、カテゴリー別の外国人への親近感を従属変数とした回帰分析を用いて、それ

を規定する要因について分析する。独立変数は、各モデルで段階的に投入する。まずはモ

デル 1として年齢、性別、居住年数、従業上の地位、仕事内容、世帯年収、教育年数など

の個人がもつ基礎的な属性変数のみで外国人への親近感を回帰するモデルを想定する。先

行研究から推測すると、モデル 1に投入する変数では年齢、性別、仕事内容、教育年数が

外国人への親近感と関連することが予想される。モデル 2にはモデル 1の変数にくわえて

外国人・外国文化との接触頻度 1、一般的な外国人に対する寛容度 2を投入する。このどち

らの要素も外国人への親近感に正の影響を与えていると考えられる。そしてモデル 3では

モデル 2の変数だけでなく居住地域の外国人比率を独立変数に加え、個人の要素を統制し

たうえで居住地域の効果が外国人への親近感に影響しているのかを検討する。地域変数で

                                         
1 問 18の 1から 6を足し合わせて変数化した（クロンバックのα＝0.80）。 
2 問 16の 1から 4を足し合わせて変数化した（クロンバックのα＝0.90）。 
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ある外国人比率を除き、分析に用いた独立変数の基礎統計量は表 3にて示している。これ

らの変数が、外国人に対する親近感にどのように影響しているのかを分析していく。 

 

表 3 分析に用いる独立変数の基礎統計量 

変数名 N 平均 標準偏差 

性別 2,440 0.461 0.499 

年齢 2,424 54.719 17.827 

教育年数 2,340 13.800 2.284 

世帯年収 1,725 793.449 654.409 

居住年数 2,418 20.815 18.956 

従業上の地位 2,332 3.706 2.597 

仕事内容 1,543 3.234 1.997 

外国人一般への寛容度 2,347 13.060 3.425 

外国人・外国文化との接触頻度 2,352 13.855 4.129 

 

外国人寛容度における地域の効果を測定するうえでマルチレベル分析が一般的な手法と

して知られるが（中澤 2007）、本論文ではマルチレベル分析を採用せず、7地区のクラス

ターで同一の標準誤差を仮定しないモデルを採用する。なぜならば、今回の分析では７地

区内の差異を重視しているので、仮に７地区をマルチレベルモデリングのレベル 2に組み

込んでしまうとカテゴリーの数が少なく、十分な自由度が担保されないからである。その

ため、本論文では７地区内での残差の独立性を仮定せず、クラスター化標準誤差を用いる

ことで 3係数の標準誤差を修正している。 

 

4 分析結果 
 

滞在理由別の外国人への親近感を従属変数とした回帰分析の結果が表 4と表 5である。表

4では特別永住権をもつ外国人、結婚で日本に移住した外国人、単純労働に従事する外国

人、高度専門職に従事する外国人への親近感を従属変数としており、表 5では観光客、留

学生、日系人への親近感を従属変数としている。まず表 4と表 5から、外国人一般への寛

                                         
3 STATAを用い、VCEオプションにてクラスター化標準誤差を計算した。分析結果に示されている標準誤

差は、すべて川崎７地区のクラスターをもとに算出されている。マルチレベルモデリングとクラスター化

標準誤差に関しては、Primo et al.（2007）を参照。 



6 

 

容度と外国人・外国文化との接触頻度は、どの外国人に対しても親近感を高める要因とな

っていた。特に外国人・外国文化との接触頻度に関しては、先行研究の指摘と同様の結果

となった。その一方で、永住権をもつ外国人、結婚で日本に移住した外国人、留学生に対

しては男性ダミーが有意な負の効果をもっていた。既存の研究では男性の方が外国人への

寛容度が高いことが指摘されていたが、今回の分析では女性の方が外国人への親近感があ

ることが示唆された。この差異は外国人「寛容度」と外国人「親近感」というワーディン

グの違いによって生じている可能性もあるが、外国人寛容度の質問に対して同様の回帰分

析を試みたところ、国際結婚で身内に外国人を受け入れること、特別永住外国人に地方参

政権を与えることの 2変数に対して男性ダミーが有意な負の効果をもっていたことから、

川崎市住民の特徴である可能性が高い。また観光客、留学生、日系人に対する親近感に

は、先行研究とは異なり年齢が正の効果をもっていた。しかし外国人寛容度の質問に対し

て同様の回帰分析を試みると、年齢は有意な負の効果をもっており、あくまで女性の方が

あるカテゴリーの外国人に対して親近感があるという結果だと解釈できる。 

 地域変数である外国人比率は、永住権をもつ外国人に対する親近感には 1％有意、結婚

で日本に移住した外国人に対する親近感には 5％有意でそれぞれ影響していた。どちらの

変数に対しても有意な負の効果があり、外国人比率が高い地区の人々ほどこれらの外国人

への親しみを感じていないという結果となった。一方で有意ではないが、外国人観光客に

対しては正の効果をもっており、外国人比率の高い地区に住む人々は外国人観光客に対し

てより親しみを感じていた。 

個別の滞在理由についてみてみると、外国人の滞在理由によって親近感に影響する変数

が異なることがわかる。永住権をもつ外国人への親近感に対しては、性別と居住年数と仕

事内容が影響しており、女性や居住年数の長い人、管理職、生産現場・技能職、運輸・保

安職に就く人の方が永住外国人への親近感が強い傾向があった。単純労働に従事する外国

人への親近感は、世帯年収の低い人や販売職に従事する人に有意に高くみられた。専門職

に従事する外国人は、常時雇用をレファレンス・カテゴリーとしたときに臨時・パート・

アルバイト、その他の従業上の地位にある人々にとって親しみの薄い存在であるといえ

る。観光客への親近感は年齢と従業上の地位が有意な関係にあり、年齢が低い人や臨時・

パート・アルバイト、契約社員が親しみにくいと感じる傾向がある。留学生に親近感を覚

えるのは女性や年配者、教育年数や居住年数の多い人、従業上の地位がその他の人や販売

職に従事する人である。従業上の地位の「その他」には、学生などが含まれているので、

同じ学生の身分である留学生に親しみを感じやすいのだと解釈できる。日系人への親近感

は、年齢、販売職、仕事内容の「その他」に有意な関係がみられる。このように、滞在理 
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表 4 外国人への親近感を従属変数とした回帰分析（永住権保持者、結婚相手、単純労働者、専門職従事者）  
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表 5 外国人への親近感を従属変数とした回帰分析（観光客、留学生、日系人）  
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由の異なる外国人への親近感に対して、それぞれ異なる個人の属性が影響を与えているこ

とが明らかになった。 

5 論点の整理と今後の課題 
 

本論文では、主に 2つの課題を検討することを試みた。居住外国人数や外国人率が異な

る川崎 7地区にて外国人への親近感は異なるのか、そして外国人に対する親近感は滞在理

由の違いによって異なり、その規定要因も異なるのかという点である。それぞれの課題を

検討した結果、以下のような結果が得られた。まず、7地区のなかでも外国人率の高い幸

区にて外国人への親近感が低い傾向がみられるなど、外国人比率が負の影響を与えている

ことが示唆された。この傾向は観光客を除く外国人を従属変数とした回帰分析の結果から

も導かれたものの、その係数が有意になったのは永住権をもつ外国人と結婚で日本に移住

した外国人のみであった。つづいて滞在理由別に外国人への親近感を俯瞰すると、単純労

働者や特別永住権をもつ外国人に対する親近感が相対的に薄い傾向があった。そして回帰

分析からは、それぞれの滞在理由別に外国人への親近感を規定する要因が異なっているこ

とが明らかになった。特筆すべき点として、先行研究の指摘とは異なり男性であることが

外国人への親近感に有意な負の影響を与えていた。この点は外国人寛容度に関する質問か

らも同様の傾向がみられることから、本論文のデータが明らかにした川崎市住民の特徴で

あるといえるだろう。また従業上の地位が専門職に従事する外国人や外国人観光客に、仕

事内容が永住権を持つ外国人、単純労働に従事する外国人、留学生や日系人に対する親近

感に影響している点も本論文が検証した興味深い知見である。 

 今回の分析では、既存研究の多くが注目してきた外国人「寛容度」ではなく、外国人へ

の「親近感」を分析の主眼に置いていたため、この分析結果から得られたものが川崎独自

の特性であると断定することは難しい。しかし、川崎７地区の分析を通して外国人比率の

高い地域において外国人への排斥感情が高い傾向があること、性別が先行研究と異なる影

響を与える可能性があること、外国人への親近感がその滞在理由によって異なり、それを

規定する個人の属性も異なることが明らかとなった。今後はこの結果が川崎市データ以外

からも検討されうるのかを分析することで、川崎市の事例を相対的に位置づけていく必要

があるだろう。 
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